
都道府県・指定都市における単独事業等一覧（平成25年度都道府県・指定都市別） 

自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度
予算額
（千円）

概要

宮崎県 啓発・広報 人にやさしい福祉のまちづくり事業（障害福祉課） 平成1 3年度 2,163
　障がい者や高齢者をはじめすべての人々が、住み慣れた地域で安心して快適に生活を営むと共に、
様々な社会生活に積極的に参加できる社会を実現するために「人にやさしい福祉のまちづくり」に関す
る啓発・広報等を行い、その推進を図る

宮崎県 啓発・広報 障がい者等用駐車場利用証制度（障害福祉課） 平成2 3年度 2,572
身体障害者用駐車場をはじめ施設出入口近くの駐車場の利用について、障がい者などの歩行困難者
に利用証を交付し、身体障害者用駐車場の適正利用等を図ることにより、障がい者等の福祉の向上と
福祉のまちづくりを推進する。

宮崎県 啓発・広報 こころの健康啓発事業（障害福祉課） 昭和5 6年度 1,214
　地域社会において精神保健福祉に関する理解を深めるとともに、県民の心の健康の保持増進及び啓
発に資するため、精神保健福祉事業功労者を表彰するとともに、宮崎県精神保健福祉大会を開催する

宮崎県 啓発・広報 宮崎県社会福祉大会開催事業（福祉保健課） 昭和2 7年度 2,110
　社会福祉に関する県民意識を高めるため、社会福祉事業の各分野における顕著な功績を顕彰すると
ともに、社会福祉に関する重要課題をテーマとする講演会を開催する

宮崎県 生活支援 手をつなぐ育成会事務局設置費（障害福祉課） 昭和5 6年度 3,102
　知的障がい者の父母の会である宮崎県手をつなぐ育成会の運営を安定させることにより、知的障が
い者の福祉の向上を図る

宮崎県 生活支援
身体障害者更生相談所関連相談支援事業（障害福
祉課）

平成22年度 20,117
 セラピスト等の専門性を活かしたチーム支援を基本に障害者支援施設等の利用者等にリハビリテー
ションの訓練指導を行うほか、在宅の身体障害者等のQOLの向上のための助言指導等を行う

宮崎県 生活支援 社会福祉研修センター事業（福祉保健課） 昭和5 8年度 36,743
　社会福祉事業に従事している現任の職員等を対象に社会福祉研修事業を実施し、福祉人材の資質
の向上を図る

宮崎県 生活支援
看護・介護技術の教育評価システムの研究開発（産
業振興課）

平成24年度 1,046
　看護・介護者の腰痛予防の視点から、手に係る荷重を簡易的に検出する警報器付きグローブセンサ
の試作開発を行い、介護動作の初任者向け教育用評価システムとして構築する。

宮崎県 生活環境
障がい者・高齢者住宅改造等助成事業（障害福祉
課、長寿介護課）

平成 7年度 30,000
　障がい者及び高齢者の自立支援及び介護者の負担軽減を図るため、住宅改造に要する経費を助成
する事業を行う市町村（中核市を除く）に対して補助を行う
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宮崎県 教育・育成 障がい児等療育支援事業（障害福祉課） 平成8年度 29,008
　在宅の障がい児等の身近な地域での生活を支援するため、訪問・外来等による療育指導、相談等を
行う

宮崎県 教育・育成 小児言語訓練体制支援事業（障害福祉課） 平成2 5年度 300 　小児言語訓練を行うことのできる言語聴覚士の人材育成等を行うことにより、早期療育の充実を図る

宮崎県 教育・育成 在宅障がい児療育キャンプ等事業（障害福祉課） 昭和4 9年度 3,055
　在宅の障がい児に集団生活の機会を与えるとともに、保護者等の療育技術の向上を図るため、キャ
ンプ実施団体に補助する

宮崎県 教育・育成 障がい児地域療育推進事業（障害福祉課） 平成2 2年度 3,552
　民間病院の訓練士に対する小児リハビリ研修、県北地域における小児整形の診療機会の確保等を
行うことにより、こども療育センター利用者の通院等の負担軽減と地域療育の機能向上を図る

宮崎県 教育・育成 重症心身障がい児療育研究支援事業（障害福祉課） 平成2 2年度 3,500
　重心児医療・療育サービス向上のための専門研究や医師・看護師等の人材育成等を行う重症心身障
がい児施設に対し助成を行い、県内重症心身障がい児医療・療育体制の充実を図る。

宮崎県 教育・育成 特別支援学校運営費（財務福利課） 平成20年度 318,131
　標準的な学校運営費を措置し、学校教育の円滑な運営を行うとともに、障がいのある児童生徒の教
育の拡充とその水準の維持向上を図る

宮崎県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア実施事業（特別支援教育
室）

平成16年度 54,921
　特別支援学校において、常時医療的ケアを必要とする児童生徒が安心で安全な学校生活を送るとと
もに、保護者の負担軽減を図るため、医療的ケアを実施する体制を整備する。

宮崎県 教育・育成 高等部訪問教育事業（特別支援教育室） 平成1 2年度 1,817 　学校に通学して後期中等教育を受けることが困難な生徒に対して、教育の機会均等を図る。

宮崎県 教育・育成
「支援をつなぐ」特別支援教育エリアサポート構築事
業（特別支援教育室）

平成25年度 3,272
　発達障がいを含むすべての障がいのある子どもの多様な学びに対応するため、幼稚園・保育所等、
小・中・高等学校等それぞれの校内支援体制の充実、及びそれらをつなぐ一貫した地域支援体制の構
築を図る。

宮崎県 教育・育成 交流教育推進事業（特別支援教育室） 昭和5 4年 1,080
　特別支援学校に在籍する幼児児童生徒が、近隣の幼稚園、小・中・高等学校の幼児児童生徒との交
流活動を通して、経験を深め、社会性を養い、好ましい人間関係の育成を図る。 
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宮崎県 教育・育成 修学旅行支援事業（特別支援教育室） 平成1 8年度 723
　特別支援学校に在籍する重度の障がいのある児童生徒が、安全に修学旅行に参加できるように、医
師又は看護師の派遣を行う。

宮崎県 教育・育成
夢にチャレンジ！特別支援学校自立支援推進事業
（特別支援教育室）

平成25年度 2,480
　特別支援学校において、障がいのある児童生徒の可能性を育み、将来の自立と社会参加に向けた夢
や希望の実現を目指すため、早期からのキャリア教育の充実や、商工会議所や企業、福祉、労働等の
関係機関と連携した自立支援を推進する。

宮崎県 教育・育成 特別支援学校高等部設置事業（特別支援教育室） 平成2 1年度 9,750
　障がいのある生徒の自立と社会参加を推進するため、児湯るぴなす支援学校に高等部を設置すると
ともに、教材備品の整備を行う。

宮崎県 教育・育成 県立高等学校生活支援推進事業（特別支援教育室） 平成2 1年度 18,091
　県立高等学校に在籍する身体に障がいのある生徒が、教育課程を円滑に履修できるよう、生活支援
員を配置するとともに、実施校での支援体制づくりを行う。

宮崎県 教育・育成
共に学び支え合う理解啓発推進事業（特別支援教育
室）

平成25年度 1,621
　次世代の親となる高校生を対象に、障がいに対する理解を深める学習や障がいのある人との交流な
どを通して、共生社会に向けた人づくりを行うとともに、保護者や県民を対象に、特別支援教育や障が
いについての理解啓発活動を推進する。

宮崎県 雇用・就業
障害者就業・生活支援センター事業（障がい者雇用
コーディネーター分）（障害福祉課）

平成9年度 2,837
　障がい者の雇用促進の強化を図るため、障がい者雇用コーディネーター 1名を宮崎東諸県圏域に配
置する

宮崎県 雇用・就業
宮崎県障がい者雇用促進協議会運営事業（障害福
祉課）

平成19年度 417
　障がい者の雇用促進の一層の強化を図る観点から、企業・行政・学校等の関係機関で構成した「宮崎
県障がい者雇用促進協議会」を運営する

宮崎県 雇用・就業 障がい者雇用理解促進事業（障害福祉課） 昭和5 0年度 1,447
　障がい者雇用支援月間や企業向けセミナー等を通じて、県民・企業に対し、障がい者雇用の理解促
進を図る

宮崎県 雇用・就業 知的・精神障がい者就労支援事業（障害福祉課） 平成2 2年度 9,261
　企業における雇用や職場実習の機会が少ない知的・精神障がい者を対象に、県庁の臨時職員と して
の任用や、県庁・企業における職場体験実習等を推進することにより、障がい者の就労能力の向上と、
企業等における障がい者雇用への理解促進を図る

宮崎県 雇用・就業 障がい者技能競技大会に係る支援（労働政策課） 昭和5 4年度 319
　県障がい者競技大会における成績優秀者に対する表彰及び全国障がい者競技大会に参加する選手
への支援 
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宮崎県 雇用・就業
快適な環境・職場づくり支援貸付（中小企業融資制
度）（商工政策課金融対策室）

平成20年度 233,333
　障がい者等の就業を容易にするための設備整備等に取り組む中小企業者及び組合に対して、設備
資金及びこれに伴う運転資金の貸付けを行う

宮崎県 保健・医療
重度障がい者（児）医療費公費負担事業（障害福祉
課）

昭和50年度 1,133,363 　重度の障がい児・者に対し、医療費の一部を助成することにより、保健の向上、福祉の増進を図る

宮崎県 保健・医療 新生児等スクリーニング検査事業（健康増進課） 昭和5 2年度 37,182
　フェニルケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症は、放置すると知的障がいな
どの症状を来すので、新生児について血液によるマス・スクリーニング検査を行い、異常を早期に発見
することにより、後の治療と相まって障がいを予防する

宮崎県 保健・医療
障がい児者等歯科保健ネットワーク事業（健康増進
課）

平成18年度 4,945
　障がい児者等が安心して歯科保健医療サービスを受けることができるよう、県内唯一の障がい児者
専門診療施設である宮崎歯科福祉センターの運営補助や、協力歯科医師等の養成による各地域にお
けるフォロー体制の整備を行い、ネットワークの構築を図る

宮崎県 保健・医療
新生児聴覚検査・療育ネットワーク構築事業（健康増
進課）

平成20年度 1,820
　新生児に対する聴覚検査の普及を図ることにより、聴覚障がいの早期発見・治療に寄与するとともに
医療・療育体制の整備を行う

宮崎県
情報・コミュ
ニケーション

広報みやざき点字版委託事業（秘書広報課） 昭和4 7年度 1,210
　公益財団法人宮崎県視覚障害者福祉協会に委託して県広報紙「県広報みやざき」の点字翻訳版を作
成・配布している。

宮崎県
情報・コミュ
ニケーション

広報みやざき音声版委託事業（秘書広報課） 平成元年度 378
　公益財団法人宮崎県視覚障害者福祉協会に委託して県広報紙「県広報みやざき」の読み上げによる
音声版（テープ・ＣＤ）を作成・配布している。

宮崎県
情報・コミュ
ニケーション

みんなでつくる人権ホームページ作成事業（人権同
和対策課）

平成18年度 879
　障がい者にも利用し易いようにバリアフリー化したホームページを開設し、人権啓発に関する様々な
情報を一元的に発信することにより、県民に対し生涯を通した多様な学習機会を提供する 
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